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概　要

　近年、益々、グローバル・バリュー・チェー
ン（Global Value Chains: GVCs）が世界経済に
与えるインパクトの大きさが認識され、幅広く、
調査が行われるようになってきた。本論文の目
的は、これまで、GVCsが国際経済学、国際開
発の分野でどのように研究されてきたのかその
変遷を整理すると共に、貧困問題が依然重くの
しかかるアフリカ地域の今後にとって、これが
どのような意味を持つのかについて考察を加え
ることである。
　研究の結果、アフリカ経済にとっても、GVC
革命は無縁ではなく、東アジアと同様、アフリ
カにおいても GVC革命の功罪両面ともに生じ
ている、または、今後、生じ得ると考えられる
ことが明らかとなった。ただし、重要なことは、
アフリカ経済はアジア経済とは異なる発展経路
をたどる可能性もまたあるということである。
アフリカはアフリカの特徴を活かし、GVC革
命の時代に適合した新しい貿易・産業政策を模
索することで、持続可能な開発は十分可能であ
るとの結論に至った。

1． はじめに

　グローバル・バリュー・チェーン（Global 
Value Chains：GVCs）という言葉は、ここ 20

年間の間に、すでに、経営学、マネジメント、
経済学、国際開発等の学問分野で盛んに使われ
るようになってきた。しかし、各国の国際経済
政策や開発政策にも影響力が強い国際機関にお
いて、世界経済に与える GVCsのインパクト
の大きさが認識され、これら機関でも GVC関
連の調査が行われるようになったのは、最近に
なってからのことである。2013年度、世界貿
易機関（World Trade Organization：WTO）1、経
済協力開発機構（Organization for Economic Co-
operation and Development：OECD）2、及び、国
際連合貿易開発会議（United Nations Conference 
on Trade and Development：UNCTAD）3 が相次
いで、GVC関連の報告書を発行したのも、そ
の流れを汲むものといえよう。また、2016年
度は、世界銀行もどのように GVCsが持続可能
な開発に繋がるのか、という視点で報告書 4を
発行している。さらに、世界銀行は、2017年
に入り、他の関連機関とも連携をしながら、初
の GVC開発報告を出版するに至っている 5。
　本論文の目的は、これまで、GVCsが国際経
済学、国際開発の分野でどのように研究されて
きたのかその変遷を整理すると共に、貧困問題
が依然重くのしかかるアフリカ地域の今後に
とって、この GVCsの深化・拡大がどのような
意味を持つのかについて考察を加えることであ
る。確かに、GVC時代の到来は、主に東アジ
ア地域の貧困解消に大きく貢献したと考えられ
る。しかし、Baldwin教授は、発展途上国 6の
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1 Elms and Low (2013)。
2 OECD (2013)。
3 UNCTAD (2013)。
4 Taglioni and Winkler (2016)。
5 The World Bank (2017)。
6 これ以降、途上国と省略する。



岡本由美子58

れるもう一つの重要な政策的含意は、それぞれ
の国において、すべての人が得をするわけでは
ないということである。得をすれば、損をする
人も必ず存在する。つまり、経済のグローバル
化は、所得分配に大きな影響を与えるというこ
とである。したがって、貿易の自由化は、なん
らかの所得再分配政策が各国に備わっていなけ
れば、すべての人がグローバル化の果実を享受
できない、という、別の重要な政策的含意が導
出される。

2. 1. 2　新貿易理論と新々貿易理論

　伝統的貿易理論では世界のすべての貿易の拡
大の現象を説明できず、1980年代以降、新貿易
理論、新々貿易理論が登場してきた。Helpman 
and Krugman （1985）は、戦後、比較優位構造
が類似している先進国間で、しかも、産業間
というよりも産業内貿易がむしろ拡大した現象
を、伝統的貿易理論にはない収穫逓増や独占的
競争という概念を用いて説明することに成功を
した（新貿易理論）。
　また、1990年代になって企業レベルや事業
所レベルのデータが入手できるようになると、
同じ産業内でも企業は、規模、投入の組み合わ
せ、賃金、外国貿易への参加の有無等々におい
て、それぞれ非常に異なることが実証的に明ら
かとなってきた。とりわけ、外国貿易に従事し
ている企業とそれ以外の企業、及び、多国籍企
業か否かで、企業の特徴が大きく異なり、かつ、
それらお互い異質の企業が長く併存することが
分かってきた（Helpman 2011）。21世紀に入ると、
その現象を説明すべく、新々貿易理論が登場し
てきた。Melitz（2003）の論文以降、更なる理論、
実証研究が重ねられている。
　ただし、重要な点は、Baldwin（2016：127）、
Krugman, et al.（2012：51）、田中（2015：4）ら
が強調するように、新貿易理論、新々貿易理論
の登場は、決して伝統的貿易理論を否定するも
のではないということである。つまり、これら
新しい貿易理論は伝統的貿易理論の国を基本単
位とした比較優位の概念とは矛盾するものでは
なく、かつ、自由貿易への信奉を揺るがすには

中でも低所得国は、GVC時代の到来とは無縁
であったと論ずる（Baldwin 2016：108）。した
がって、GVCsの深化・拡大の功罪を明らかに
した上で、低所得国に分類される国が依然大き
いアフリカ地域において、持続可能な開発は本
当に可能なのかどうか、探ることは大いに意義
があると考えられる。
　第 2セクションでは、これまでの GVC関
連の研究成果をまとめながら、GVC時代の到
来の功罪を明らかにする。第 3セクションは、
1990年代以降のアフリカ経済を概観したうえ
で、GVCsの形成がアフリカにとってどのよう
なインパクトをもたらしたのか、または、もた
らし得るのかについて論じる。第 4セクション
では、主にコーヒー産業を例にとって、GVCs
のインパクトについて考察を加える。最後に、
GVCsがアフリカにとって意義あるものになる
ためには、一体、何が必要なのかについてまと
める。

2．  文献レビューを通した GVC 革命の功罪 7

2. 1　国際経済学

2. 1. 1　比較優位論（伝統的貿易理論）

　経済のグローバル化の第一段階は、貿易の自
由化である。第二次世界大戦以降、関税及び
貿易に関する一般協定（General Agreement on 
Tariffs and Trade：GATT）、及び、WTO体制の下、
貿易の自由化が進展してきたが、その理論的支
柱を形成してきたのは、リカルドやヘクシャー
＝オーリンの比較優位論（伝統的貿易理論）で
ある。同理論の重要な政策的含意の一つは、比
較優位構造が異なる国同士が自由貿易を行う事
で、両国ともに貿易前に比べて得をしうる、と
いうことである。貿易の自由化のプロセスは手
段やスピードにおいて東アジア地域の中でさえ
各国かなり異なるが（浦田編 1995）、1980年代
以降、途上国でも貿易自由化が進展をしてきた。
　生産要素が複数存在するヘクシャー＝オーリ
ンの比較優位論（伝統的貿易理論）から導出さ

7 GVCsの理論的フレームワークの変遷については、Inomata（2017）が詳しい。
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有無に大きな影響を与える要因の一つとして、
サービス・リンク・コストを挙げている。同コ
ストは、各企業がオフショアリング 10（各工程
のすべてまたはその一部を海外に移転する）や
中間財貿易に従事する場合に生じる、輸送コス
ト、通信コスト、様々な工程の調整コストや
品質の管理コスト等を含むものとしている 11。
サービス・リンク・コストの低下が GVC革命
を引き起こすそのプロセスを Jones（2000）は
簡潔に説明している 12。
　しかし、Jones教授の研究成果は貿易理論の
主流派を形成するにいたらなかった（Baldwin 
2016）。その理由の一つは、同教授らの研究は、
新しい貿易理論でも否定されることのなかった
伝統的貿易理論の根幹をなす比較優位論に挑
戦しているからとも考えられる。事実、Jones
（2011）は、直接投資を始めとする生産要素が
国境を自由に行きかい、中間財貿易が通商の主
流となるような世界では、比較優位よりもむし
ろ絶対優位が通商を支配する原則になる可能性
が高いことを主張してきたのである。
　さらに、GVC時代の到来により、自由貿易
によってすべての国が得をする、という、伝統
的貿易理論の重要な政策的含意にも疑問を投げ
かける声があがっている（Baldwin 2016）。そ
れぞれの国の比較優位を生み出している源泉が
簡単に国境を越えてしまうとすれば、それらの
国はそもそも自由貿易によって本当に得をする
のかどうか、という疑問である。その懸念を表
した最も有名な論文は、Samuelson（2004）で
あろう。
　Grossman and Rossi-Hansberg（2008）は、GVC
革命の到来によって、貿易の形態が根本から変
わってきたことを主張する。我々が貿易して
いるのは、もはや、完成品やサービスではな
く、それぞれの工程で付加価値を創出する仕事
（ʻtasksʼ）13そのものであるとする。また、ここ
10年、貿易データや国際産業連関表を用いた

至っていない。

2. 1. 3　 プロダクション・ネットワーク論、
GVC 論

　しかし、1990年代以降、情報通信技術（In-
formation and Communication Technology：ICT）
の発達によって、新しい貿易理論でも十分に説
明がつかない、GVC時代が到来した。ものや
サービスの生産の企画・提案から実際に消費者
に届けられ、その後のアフター・サービスまで
の一連の流れを価値の連鎖（バリュー・チェー
ン：VC）と呼ぶが、ICT技術の発達によって、
企業はその工程の分割 8、かつ、各工程を最適
な国や地域で行う工程分業を広く行うように
なった。工程の一部を自社とは資本関係のない
会社に委ねることもある。工程分業とネット
ワーク形成はグローバルなレベル、または、世
界のある一部の地域、または、一国内と、様々
なレベルで拡がりうる。しかし、特に、1990
年代以降、ICT技術の発達によって工程分業が
国境を越え、かつ、広範囲にわたって観察され
るようになり、そのプロダクション・ネットワー
クを指して、GVCsと呼ばれている（UNCTAD 
2013）。Baldwin（2016）は、その現象をさして
GVC革命とも呼んでいる。
　1990年代以降、GVC革命の到来は、貿易の
流れからすると、二つの大きな変化が顕著と
なった。一つは、貿易と海外直接投資（Foreign 
Direct Investment：FDI）の緊密化 9、及び、中
間財貿易の活発化である。これら現象はすでに
ヨーロッパといった先進諸国で先行していた
が、1990年代以降は、賃金格差が大きい東ア
ジア地域で大規模に、しかも、広範囲に見られ
るようになった（Urata 2001、Okamoto 2007）。
　Jones教授は、企業の国境を越えた工程分業
や中間財貿易の興隆に早くから着目し、その理
論化を試みた。同教授は、工程分業の進展の

8 フラグメンテーションとも呼ばれている。
9 英語では、the trade-FDI nexus と呼ばれている。

10 Helpman（2011）は、同国か否かに関わらず、自社とは所有関係のない会社に対してその工程の一部を委託する場合をアウトソーシング、
と呼んでいる。また同教授は、自社と所有関係があるなしに関わらず、海外の企業に工程の一部を移すことをオフショアリング（Helpman 
2011）と呼んでいる。

11 Jones（2000）を参照。
12 日本では、Kimura and Ando（2005）らが、サービス・リンク・コストのコンセプトの重要性とそれを駆使した東アジアの広範なプロダ
クション・ネットワーク形成の研究を行ってきた。

13 これ以降、英語では、ʻtrading tasksʼ とか、ʻtrade in tasksʼ といった表現が多用されるようになった。
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か、について研究を行ってきたといえよう 16。
　これら研究の重要なポイントは、途上国が
GVCsに参入したとしても、その後、アップグ
レーディングに成功をして持続的な成長を達成
できるかどうかは、企業やそこで働く人々に学
習（learning）の機会が与えられるかどうかに
かかっているとする（Gereffi, et al. 2001）。た
とえ GVCsに参入できたとしても、付加価値
の低い、標準化された工程の生産にロックイン
されてしまう危険性も常にあるということだ。
UNCTAD（2013）や Fujita and Hamaguchi（2016）
等もグローバリゼーションの負の側面としてこ
のロックイン効果を挙げている。
　国際開発分野の GVC研究成果によると、こ
の負のロックイン効果は、主に、二つの要因に
よって生じると考えられる。主導企業が影響を
及ぼす GVCsのガバナンス構造、及び、途上国
側の企業が有する受容能力や学習能力である。
Gereffi, et al.（2005）は GVCsのガバナンス構造
の類型化 17を試みた。確かに、GVCsのガバナ
ンスのありようによってロックイン効果が引き
起こされる可能性は否定できない。形態によっ
ては、GVC内の主導企業の影響力の大きさは
絶大だからである。しかし、川上（2012）は、
このガバナンスのありようは常に一定というわ
けではなく、GVCsに参入する途上国側の能力
の向上によって変化することもあり得るとする。
とするならば、ロックイン効果発生の有無は、
長期的には、途上国側の企業の受容能力や学習
能力に拠るところが大きいということになる。

2. 2. 2　イノベーション・システム論

　欧米とは異なる経済発展経路を有する日本
の経験から、1980年代以降、イノベーショ
ン・システム論が欧州を中心に興隆した（岡本
2016）。フリーマン教授によって設立されたサ
セックス大学の科学技術政策研究所 18が同理
論の確立と普及に大きな貢献を果たしてきた。
さらに、この 10年間の間に、イノベーション・

その付加価値貿易の実証研究も盛んに行われる
ようになってきた 14。Helpman（2011）が主張
するように、GVC研究は現在、国際貿易の中
では、理論、実証研究ともに、最も、ダイナミッ
クに研究が行われている分野の 1つである。こ
れら新しい研究によって、伝統的貿易理論の基
本概念や政策的含意の行方が、注目されるとこ
ろである。

2. 2　国際開発

2. 2. 1　国際開発と GVC 研究

　GVC革命が進展するに従って先進国では皮
肉にも自由貿易への信奉が揺らぐ一方、途上
国はどうなのであろうか。Baldwin（2016）は、
ICT技術の急速なる進展により、21世紀の望
ましい途上国の開発政策の在り方がそれまでと
は根本的に変化していると主張する。GVC革
命が進展する 21世紀においては、自国の幼稚
産業を保護育成することに主眼をおいた貿易・
産業政策よりも、貿易や投資の自由化を通じて
世界の GVCsの一部に参入をし、諸外国からの
技術やノウハウの移転を受けながら、自国が得
意な ʻtasksʼ を伸ばしていく政策を重視すると
いうものである。実際、1990年代以降、より
多くの途上国が貿易や投資の自由化を志向する
ようになったことは事実である。1970年代頃
までの途上国の貿易や投資政策と比較すると隔
世の感がある。
　しかし、1990年代以降、自由貿易の是非よ
りもグローバル化によってそれぞれの GVC内
で創出された付加価値の分配つまりグローバリ
ゼーションの成果の分配、及び、途上国側の学
習機会やアップグレーディング 15の有無につ
いて主に分析を加える開発研究が急増した。特
に、イギリスのサセックス大学の開発研究所が
その研究の主な拠点を形成した。言い換えれば、
これら研究者は、途上国が GVCsに参加して
より多くの果実を手に入れる事ができるかどう

14 詳しくは、Inomata（2017）等を参照。
15 GVCs内での競争力強化のための様々な試みのことを指す。
16 国際開発分野における GVC研究の大きな流れについては、Gereffi, et al.（2001）や川上（2012）等が詳しい。
17 川上（2012）の表 1-2を参照。市場（market）、モジュラー型（modular）、関係型（relational）、下請型（captive）、及び、階層組織（hierarchy）。
18 Science Research Policy Unit（SPRU）。
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いとされる、サブサハラ・アフリカ地域に焦点
をあてて、その経済の変遷を概観する。表 1は、
東アジア・太平洋地域と比較した、サブサハラ・
アフリカ地域の一人あたり国内総生産（Gross 
Domestic Product：GDP）成長率の推移である。
同表より、1960年代までは、サブサハラ・ア
フリカ地域の方が経済成長率が高かったことが
わかる。この時期は、むしろアジアが貧困の代
名詞であった。しかし、1970年代からその状
況が一変していく。1980年代以降 20年間は、
東アジア・太平洋地域の経済成長が加速されて
いく一方、サブサハラ・アフリカ地域の経済面
での後退が著しい時期でもあったこともまたわ
かる（表 1）。サブサハラ・アフリカ地域の経
済的な後退現象がようやく反転するのは、21
世紀に入ってからのことである。
　両地域の差は、世界銀行が定義する絶対的貧
困者 20の数の推移に顕著に表れている（図 1）。
東アジア・太平洋地域では、1990年以降、絶
対的貧困者数が激減する中、サブサハラ・アフ
リカ地域では逆に増えていることがわかる。後
者の地域でも、絶対的貧困者数が減少に転じた
のは、2010年以降のことである。

システム論の国際開発への応用が急速に進展し
た（Lundvall, et al. 2009）。
　国際開発におけるイノベーション・システム
論の貢献は、先進国から技術やノウハウを導入
するためには受容能力が必要であり、かつ、そ
れ以外の様々な学習のためにもまずは学習する
ための能力の構築 19が欠かせないことを明らか
にしたことである。さらに、同理論は、それら
能力の構築や形成のためには常に ʻコストʼ が
かかり、かつ、その ʻコストʼ の低減のために
は、それぞれの国や地域で地道なシステムの形
成（制度や仕組みづくり）が欠かせないことも
また明らかにしてきた。つまり、GVCsへの参入、
および、そのネットワークの中でのアップグレー
ディングは自動的に生じるわけではない、とい
うことである。グローバル化時代にあってもま
た、その時代に相応しい新たな貿易・産業政策
が必要なのである（Noman and Stiglitz 2015）。

3．  アフリカ経済と GVC 革命

3. 1　アフリカ経済の概観

　まずは、アフリカの中でも最も経済的に厳し

（資料）URL1の資料を使用し、筆者作成。

東アジア・
太平洋　

サブサハラ・
アフリカ　

1960年代 1.4 　1.6 

1970年代 4.8 　1.5 

1980年代 5.7 － 1.4 

1990年代 6.5 － 0.8 

2000年代 7.9 　2.7 

2010年代 6.7 　1.1 

表1　一人あたりGDP平均成長率（%）
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図 1　絶対的貧困者数の推移の比較（単位：百万人）
（資料）URL2の資料を参照して、筆者作成。 　　　   　　　

19 Lundvall, et al.（2009）を参照。
20 世界銀行は、2015年 10月以降、国際貧困ラインを 2011年の購買力平価（Purchasing Power Parity: PPP）に基づき、1日 1.90ドルと設定
している（URL3）。
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要性が堅持されていることがわかる。
　一方、サブサハラ・アフリカ地域のセクター
別シェアの推移（図 3）を考察すると、発展の
初期段階から、製造業のシェアが減少し続けて
いることがわかる。東アジア地域のプロダク
ション・ネットワークが製造業を中心に展開し
てきたことから考えると、サブサハラ・アフリ
カ地域はある一定の GVCsに参加できなかっ
たと言えなくもない。事実、生産性を考慮に入
れると賃金 21はアフリカでは決して低くなく、
また、先の Jones教授の論文に登場するサービ
ス・リンクコストはアフリカでは高い。その結
果、FDIの流入が低迷し、GVCsへの参加度合
いも低レベルにとどまっていることを指摘する
研究も少なくないからである（例えば、Dollar 
2017、Newman, et al. 2016）。

3. 2. 2　 新しい‘産業’の捉え方の必要性

　しかし、アジアで広範囲に見られた製造業を
中心としたプロダクション・ネットワークの形
成といった側面のみで GVCsを捉えようとす
ると、グローバリゼーションがアフリカ経済に

3. 2　 GVC 革命はアフリカ経済とは無縁
のものか？

3. 2. 1　 伝統的な産業区分法（農業・工業・
サービス産業）による分析

　Baldwin教授は、GVC革命の波は低所得国
には及ばなかったと結論づけている（Baldwin 
2016：108）。もしその結論が正しいとするなら
ば、サブサハラ・アフリカ地域はまさにその低
所得国の多数を占めることから、同地域は、こ
れまで議論してきた世界の GVC革命とは無縁
であったということになる。果たしてその解釈
は妥当であろうか。
　確かに、その一面が存在することは否めない。
図 2と図 3は、東アジア・太平洋地域とサブサ
ハラ・アフリカのセクター別付加価値額シェア
の推移をそれぞれ表したものである。東アジア・
太平洋では農業の付加価値額のシェアが激減
し、サービス産業のそれが激増する中、製造業
はあまり減少していないことがわかる（図 1）。
経済のサービス産業化は先進国と同様に進展し
つつも、世界の工場としての東アジア地域の重
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図 2　東アジア・太平洋地域におけるセクター別付加価値額シェアの推移（％）
（資料）表 1参照。

21 単位労働生産性のことを意味する。
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　かつ、サービス産業も従来型の生産性の低い
ものではなく、新しい ICT技術を駆使した産業
が東アフリカの農村にも拡がろうとしている。
モバイル革命である。固定電話網がない農村の
通信手段として携帯電話が急速に普及をしたの
みならず、金融機関や行政機関が存在しない農
村では、携帯電話を使った新たなサービス（例
えば、お金の決済や送金、インデックス型保険
の普及等々）が誕生してきた（櫻井 2015）。また、
ウガンダの首都カンパラでは、タクシーの普及
がそれほど進んでいないため、シリコンバレー
を起点にグローバルに展開してきたシェアリン
グ・エコノミーの代表格の一つ、ウーバーによ
るサービスが開始された 22。このような情報通
信交通系の新しいサービスについては今後、さ
らに研究が必要となってくるが、GVC革命の
波はすでにアフリカにも訪れているといえる。
　さらに、2015年に国際社会において持続可
能な開発目標が採択された現在、観光業の中で
もエコツーリズムが新たなサービスの形態とし
て世界で注目を浴びている。エコツーリズムで
は、大自然に恵まれたアフリカこそ将来性が大

与えた、又は、今後与え得るインパクトを十分
捉えきれない可能性がある。その一つの理由
は、Hosono（2015）、Newman, et al.（2016）や
Kaplinsky（URL4）が指摘するように、国境を
超えて工程分業が進展をし、貿易するのが最終
製品やサービスではなく、工程の一部の ʻtasksʼ
や能力になってきた今、従来の産業区分（農業、
工業、サービス産業）だけでは、経済の変化が
捉えきれなくなっているからである。
　日本の農林水産省は、日本の地域資源を活用
した新たな産業の創出を促進する手段として農
林漁業の 6次産業化、つまり、農林漁業の生産・
加工・販売の一体化を目指している。興味深い
ことに、この方向性こそ、東アフリカでも見ら
れる現象である。その最たる例は、horticulture
（付加価値の高い植物、果実、野菜の栽培・加
工・販売）の国境を越えた VCsの展開である。
ケニアから始まったこの動きは、現在、ウガ
ンダ、タンザニア、エチオピア、ルワンダま
で拡がりを見せている。Horticulture分野では、
とりわけ東アフリカ諸国が有望視されている
（Newman, et al. 2016）。
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図 3　サブサハラ・アフリカ地域のセクター別付加価値額シェアの推移（％）
（資料）表 1参照。

22 平成 29年８月 31日から平成 29年 9月 11日までウガンダで行われたゼミ海外フィールドワークで明らかとなった。
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4．  コーヒー産業の事例

4. 1　貿易・投資自由化時代のコーヒー産業

　1962年、コーヒー最大の消費国アメリカ合
衆国の強い支持の下で、主要な生産国と消費
国のすべてが参加する、画期的な価格安定策
が実現した。国際コーヒー協定（International 
Coffee Agreement：ICA）である。しかし、コー
ヒー価格の下支えという意味では少なからず役
割を果たしてきたが、加盟国間の対立で、1989
年に停止されてしまった。1990年代に入ると
世界銀行・国際通貨基金の主導の下、自由化・
民営化を柱とする構造調整政策がアフリカの多
くの国で採用されていった。コーヒーの生産者
はそれ以降、一気に貿易や投資の自由化の波に
飲み込まれていくことになる。
　具体的には、価格の決定権が生産国から消費
国（多国籍企業である大手商社や大手焙煎企
業）に移り、途上国のコーヒー生産者はそれら
寡占企業の GVCsに組み込まれてしまうのであ
る。農産品の中でもコーヒーの小規模生産者の
貧困度合いが高いことはよく知られているが、
それではどのように、その貧困が生み出されて
しまったのであろうか。
　表 2 は、GVCs の観点から、コーヒーと
iPhoneを比較したものである。まず第一に、コー
ヒーの小規模生産者の取分が極めて低いことが
わかる。iPhoneの組立製造部分の工程（中国）
の取分は小売価格の 1.4パーセントしかない
が、缶コーヒーやインスタントコーヒー用に使
用されるロブスタ種のコーヒーの場合、小規模

いに見込まれている（Newman, et al. 2016）。

3. 2. 3　 消費者の動向と GVCs

　これまでの製造業を中心とした GVC研究の
もう一つの問題は、消費者の購買行動がもつ影
響力についての考察が抜けていることである。
Elms and Low（2013）が指摘するように、ICT
技術の進展は、パーソナル・コンビューター
（Personal Computer：PC）の普及とともに、と
りわけ先進国において、消費者の社会運動を巻
き起こすことにもつながった。それ以前に比べ
ると、自国の政府・企業のみならず、生産国や
海外の政府についての情報が格段に入るように
なり、それが、消費者の購買行動に大きな影響
を与えるようになったのである。
　具体的には、情報へのアクセス度が高まると、
消費者の品質に対する概念が大きく変化してき
た（辻村 2009）と考えられる。食品であれば、
官能・味覚・栄養といった通常の品質面の考慮
のみならず、有機か否かまたはトレーサブルか
どうかといったようなプロセスへの配慮（環境
的配慮）、及び、外国の生産者や生産国への配
慮（社会的配慮）がなされているかどうかが、
消費者の購買行動に大きく影響を及ぼすように
なったのである。
　猪俣は、GVCsを「価値分配のグローバル・ゲー
ムとして見た生産・消費のネットワーク」と捉
えている（URL5参照）。このようなネットワー
クを通して消費者の購買行動が GVC全体に大
きな影響を与え始めている可能性がある。

（資料）Gresser and Tickell（2002）及び 猪俣（URL5）を参照して筆者作成。

コーヒー（ロブスタ種）
（2001年 11月から 2002年 2月）

iPhone
2009年

最終小売価格
26.40ドル

（イギリスの平均的インスタント
コーヒー 1kgの小売価格）

500ドル

最も付加価値が低い工程部分（A）の取分
小規模生産者

0.14ドル / 1kgの生豆（キボコ）
（最終小売価格の 0.53パーセント）

中国の組み立て工程
7ドル

（最終小売価格の 1.4パーセント）

主導企業の取分 24.76ドル
（最終小売価格の 92.7パーセント）

331ドル
（最終小売価格の 66パーセント）

（A）のアップグレーディング（学習）の機会 限定的 製造組立技術等々

表 2　コーヒー（ロブスタ種）と iPhone の GVCs の比較
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村 2009）。自由化以前は、小規模生産者は組合
を結成し、共同でコーヒーの生豆の集荷・加
工・販売を行っていたのみならず、コーヒーの
豆の品質管理もしっかりと行うことができてい
た（Godfrey 2002）。ある意味、それぞれのコー
ヒーの産地でイノベーション・システムが出来
上がっていたのである。それが、自由化後はそ
の生産者組合の力が弱体化、又は、消失し、そ
れまで存在していたイノベーション・システム
が完全に崩壊してしまったといえる。それに代
わり、多国籍企業を頂点とした階層組織的なガ
バナンス構造を持つ GVCsが形成されていった
のである。
　さらに、多国籍企業のコーヒーの買い付けの
主眼が品質よりもどれだけ安く大量に購入す
るか、ということのみとすると、コーヒー生
産者のアップグレーディングの機会及びその
ための学習機会も消失してしまったと言える。
Baldwin（2016）は、GVCsの波は低所得国に
は届かなかったと結論づけているが、サブサハ
ラ・アフリカのように農業や鉱業の生産が主体
の国や地域の場合、逆に、GVCsの中にがっち
りと組み込まれてしまったが故に、貧困の悪循
環に陥ってしまったともいえる。まさに、ロッ
クイン効果である。

4. 2　コーヒー産業の新しい動向

　21世紀に入ると、コーヒー産業にも新しい
動きが見られるようになった。一つは、フェア
トレードの浸透である。ICT技術の発展で、世
界各地の情報が多くの消費者に届けられるよう
になった。悲惨なコーヒー農家の実情もしかり
である。また、特に先進国の消費者の間では、
地球環境問題に代表されるような世界の環境問
題や食の安全・安心に対する関心も同時期に高
まり、先進国で次第にフェアトレードを推進す
る声が高まっていった。
　フェアトレードとは一つではない（佐藤編
2011）。様々な形態があり得る。しかし、現在、
最も広く知られるようになったのは、国際フェ

生産者の取分はそれよりもさらに低い0.53パー
セント程度しかない。第二に、iPhoneもまた、
アメリカの主導企業の取分の大きさは際立って
いるが、イギリスの大手焙煎・小売企業の独
占力はさらに際立っている。Gresser and Tickell
（2002）は、インスタントコーヒーの加工工場
に渡される時の生豆の金額は 1キログラム（kg）
でたった1.64ドルにすぎないが、実際、このコー
ヒーが工場で加工された後、スーパー等で売ら
れる小売価格は 26.4ドルに跳ね上がるという
調査結果を得ている。
　さらに、Gresser and Tickell（2002）は、ロブ
スタ種の小規模生産者の場合 23、生豆（キボコ）
1kgに対して、最低、0.34ドル受け取らなけれ
ば生活していけないとしている。しかし、表 2
によると、2001年の場合はそれよりはるかに低
い0.14ドルしか支払われていないのである。コー
ヒーの場合、小規模生産者の取分の少なさ 24と
多国籍企業の独占力・寡占力の大きさが際立っ
ている。何故、そのような状況が発生してしま
うのであろうか。
　第一の理由は、国際商品協定がなくなり、そ
れに代わって、投機マネーが流入する先進国の
先物取引市場 25でコーヒー価格が決定される
ようになったことである。コーヒーの実需とは
関係ないところで価格が決定され、小規模生産
者は価格の乱高下に苦しめられるようになっ
た。特に、貿易や投資の自由化後、コーヒー価
格が暴落して、コーヒーの価格が生産コスト割
れの状態が頻繁に生じるようになると、貿易を
すればするほど、生活状況は逆に悪化するとい
う状況が生まれてしまった 26。先進国の企業は
価格の変動に対して様々なリスクヘッジをする
手段を持ち合わせているが、途上国の小規模生
産者にはその手段がない。自由貿易下では、最
低価格が保証されないのである。
　また、貿易や投資の自由化が途上国で推進さ
れ、かつ、ICT技術が発展してくると、独占力
が強い多国籍企業が輸出業務のみならず、途上
国のコーヒーの買付・加工・流通にまで進出し
始め、コーヒーの買いたたき現象が生じた（辻

23 ウガンダのロブスタ種のコーヒー小規模生産農家の場合。
24 絶対的、相対的、共にである。
25 コーヒーの場合、アラビカ種はニューヨーク先物取引市場、ロブスタ種はロンドン先物取引市場で主に価格が決定される。
26 開発経済学では、窮乏化成長と呼ぶ。
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型のマイクロロスターと呼ばれる中小規模の焙
煎業者である。それら業者は特定の産地と長期
で直接的な取引 27を始めた結果、消費者と生
産者の間がより緊密化し、先に議論した消費者
が求める新しい品質の概念に見合ったコーヒー
が供給されるようになった。
　フェアトレードやダイレクトトレードが占め
る割合はコーヒー産業全体からするとまだ決
して大きいものではないが、コーヒー産業の
GVCsのありようが大きく変わってきていると
いえる。貿易・投資自由化直後のコーヒー市場
は、確かに、少数の多国籍企業の独占力・寡占
力が大きい、階層組織的なガバナンス構造が支
配的であった。しかし、スターバックスといっ
たような大企業から中小規模の焙煎事業主が新
しいアクターとして登場し始め、スペシャル
ティ・コーヒー市場が拡大していくと、生産者
と消費者の間が緊密化するような、関係型ガバ
ナンス構造へと GVCsの性質が変化していると
考えられる。
　このような変化は、コーヒー小規模生産者に
どのような変化をもたらしてきているであろう
か。一つは、付加価値の配分構造の変化であ
る。Borrella, et al. （2015）によれば、フェアト
レードやダイレクトトレード下では、生産国側
の取分が 16パーセントから 23パーセントであ
り、消費国側のそれは77パーセントから84パー
セントとなっている。年代が違い、直接的な
比較はできないが、それにしても、2001年か
ら 2002年に調査した Gresser and Tickell（2002）
の生産者の取分の低さから比べると、大分、付
加価値の配分の問題が是正されてきているとい
える。
　かつ、フェアトレードやダイレクトトレード
の場合、コーヒーの生産者の学習やアップグレ
－ディングの機会が明らかに多い。国際開発分
野の GVC研究者は、アップグレーディングを、
①新製品の開発、②新プロセスの開拓、③産業
内アップグレーディング、及び、④産業間アッ
プグレーディング、に分類している（Gereffi, 
et.al. 2001）。さらに、同研究者らは、③産業内
アップグレーディングの発生メカニズムを、（a）

アトレード・ラベル機構（Fairtrade Labelling 
Organizations International：FLO）の認証制度と
それに基付くフェアトレード市場の形成であ
る。コーヒーの小規模生産農家も生産者組合を
結成し、ある一定の環境や社会的な基準に順守
した形でコーヒーを生産し認証を取得すること
ができれば、先進国のフェアトレード組織に直
接的に輸出ができ、しかも、最低価格が保証さ
れるというものである。
　自由貿易の不完全性を補完すべく、民間団体
が主体となって始まったフェアトレードは、消
費者による社会運動に後押しされながら、先進
国で着実に拡がりを見せてきたが、問題・課題
も多くある。しかし、重要なことは、政府の救
済措置がない以上、フェアトレードはコーヒー
の小規模生産者が貧困の悪循環から抜け出せ
る一つ（場合によっては唯一）の手段になり
得ることは間違いないといえよう（Gresser and 
Tickell 2002）。
　さらに、コーヒー産業には、それ以外の新し
い動きも見られる。UNCTAD（2013：142）に
紹介されているように、GVCsの波は従来の製
造業の枠を超えてその他の産業にも広く浸透を
し、コーヒー産業にも新たなビジネスが展開さ
れ始めた。その代表格がアメリカ合衆国のシア
トルに本部を置くスターバックス社のビジネス
の登場である。良質なコーヒーを求めて世界各
地の生産者と契約を結ぶのみならず、世界中の
エージェント、輸出入業者、コーヒー焙煎工場、
物流会社（倉庫や流通業務）、販売店と協力関
係を築くか、又は、自ら会社を立ち上げ、世界
の広範囲にまたがるGVCを形成するに至った。
それまで、非常に寡占状態であったコーヒー市
場に風穴を開けた。
　また、近年、アメリカを始めとして、先進国
では品質の高いスペシャルティ・コーヒー市場
が拡大し、世界のコーヒー市場の 10パーセン
トを占めるようになったばかりか、現在、この
市場が世界のコーヒー市場で一番伸長している
と言われている（Borrella, et al. 2015）。そのス
ペシャルティ・コーヒー市場形成に重要な役割
を果たしているのが、それぞれの国の地域密着

27 これを差して、英語では ʻdirect tradeʼ という言葉がしばしば使われるようになった。本論文では、これ以降、ダイレクトトレードとい
うカタカナ表記を用いる。
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論（比較優位論）の基本概念や政策的含意が揺
らぐものではなかったが、GVC関連の理論・
実証研究が盛んになると、それに対する挑戦的
見解も登場した。とりわけ、先進国では自由貿
易に対する信奉が揺らぎ始めた。
　一方、1990年以降、より多くの途上国にお
いて、貿易や投資の自由化が断行され、GVCs
への参加を志向する政策がとられてきた。しか
し、国際開発分野の GVC研究では、早い段階
から、GVCsのありようによっては付加価値の
分配面で不平等が生じる可能性やロックイン効
果といった GVCsの負の側面の発生を懸念す
る研究結果が得られていた。また、イノベー
ション・システム論の国際開発の応用により、
GVCsへの参入は決して自動的に起こるもので
はなく、また、GVCsに参加したからといって、
持続的な成長が約束されているわけではないこ
とが明らかとなった。グローバル化時代にあっ
ても、その時代に会った、新しい貿易・産業政
策が必要なのである。
　それでは、アフリカ経済の見通しはどうで
あろうか。Baldwin教授は、多くのアフリカ諸
国が分類されている低所得国は GVC革命とは
ほぼ無縁であると結論付けている。東アジアの
発展モデルとは異なる様相を呈するアフリカ経
済を分析する際、その見解は必ずしも正しくな
い可能性があることを本論文では明らかにし
た。その理由の一つは、一次産品の輸出が主体
であったアフリカ経済は国際商品協定の失効
後、価格支配権が先進国側に移り、主導企業の
GVCsの中にしっかりと組み込まれてしまった
（ロックイン効果の発生）が故に、逆に、貧困
の悪循環に陥ってしまった可能性も否定できな
いからである。つまり、ロックイン効果は産業
に限らず起こり得るからである。
　その一方、GVC革命は、アフリカ経済にも
恩恵をもたらしてきた、また、これからもたら
す可能性がある（二つ目の理由）。1990年代以
降の ICT革命により、従来の産業区分を超えた、
又は、従来の産業分類では十分に捉えきれな
い新しい形の産業が登場し始めたからである。
コーヒーや horticultureを代表とするアグリビ
ジネス、モーバイル革命を契機に登場した新し

製造から研究開発又はマーケティングに移行す
る機能型アップグレーディング、（b）組立製造
から中間財の生産または完成品を利用した新し
いサービスの提供（垂直型アップグレ－ディン
グ、そして、（c）生産者と消費者の関係性をよ
り強化するアップグレーディング（ネットワー
ク型アップグレーディング）に分類する。新し
いコーヒー産業では、まさに、③（c）のメカ
ニズムが働いていると考える。先進国の消費者
の新しい動向（新しい品質の概念）に見合った
高品質のコーヒーの提供が小規模生産者に求め
られ、そのための学習機会が生まれたのである。
　2017年 9月 4日、ゼミの海外フィールドワー
クで、ウガンダのムバレ県のエルゴン山の麓に
ある、アラビカ種のコーヒー小規模生産組合の
一つ 28を訪問した。1997年に結成され、3年
前の 2015年にFLOの認証をとり、フェアトレー
ドに従事するようになった組合である。FLO
の認証を取得するコストは決して安くはなく、
かつ、最低保証価格にも決して満足しているわ
けではなかった。しかし、よりよい品質のコー
ヒーを栽培でき、それぞれの組合の家族の最低
限の生活レベルが約束され、コミュニティーの
開発が進む手段としてフェアトレードのしくみ
は極めて有効になりうるということも同時にわ
かった。また、同組合へのインタビューから、
フェアトレードのしくみはただ単に、短期的
に、最低限の生活水準が小規模生産者に保証さ
れるという側面だけでなく、それら取り組みを
通して小規模生産者や組合組織が多くのことを
学び、また、それら生産者の能力向上に極めて
貢献していることも明らかとなった。さらに詳
しい調査は必要ではあるものの、フェアトレー
ドが貧困削減への有効な一つの手段となり得る
事は間違いなさそうである。

5．  おわりに

　GVC関連の文献をレビューし、その功罪を
整理した上で、アフリカ経済の持続可能な開発
の達成可能性を探った。国際経済学では、新貿
易理論、新々貿易理論の登場後も伝統的貿易理

28 Bufunbo Organic Farmersʼ Association.
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十分可能であるとの結論に至った。
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